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【原告・控訴人】 亡訴外Ａ訴訟受継人原告Ａ外４名 

（訴訟代理人法務法人三一外２名）  

【被告、被控訴人】三菱重工業株式会社（訴訟代理人弁護士ユ・サンスン） 

【第１審判決】  釜山地方法院２００７年２月２日宣告 

２０００가합７９６０判決 

【弁論終結】   ２００８年１２月３０日 

 

【主文】 

１ 原告らの控訴をすべて棄却する。 

２ 控訴費用は原告らの負担とする。 

 

【請求趣旨及び控訴の趣旨】 

第１審判決を取消す。 

被告は原告らに各１億１００万ウォン及びこれに対する本件訴状副本送達の

翌日から支払済みまで年２５％の割合による金員を支払え 

  

【理由】 

１ 基礎事実 

次の事実は、当事者の間に争いがなく、又は甲１、２、３号証の各１、２、

３、５、６、甲４号証の１、２、３、４、５、甲１１、１２号証、甲１３ない

し１９号証の各１、２、３、甲２０号証の１、２、甲２１号証の３ないし１６、

甲２５号証の１、２、乙１、９、１０、１１、１２号証、乙１３、１４、１５

号証の各１、２の各記載と第１審の第１審共同原告Ｄに対する本人尋問の結果

に弁論の全趣旨を総合して認定される。  

ア 日本の韓半島侵略と太平洋戦争などの勃発  

  （１）日本は１９１０年８月２２日に大韓帝国との間に韓日合併条約を締

結し、朝鮮総督府を通じて韓半島を支配した。 

（２）（ア）日本は１９３１年に満州事変、１９３７年に日中戦争を引き起

こして次第に戦時体制に入り、１９４１年１２月８日には太平洋戦争まで

引き起こした。 

（イ）日本はこれらの戦争により人力及び物資が不足すると、１９３９年

７月８日「国家総動員法（１９３８年４月１法律第５５号）」に基づく

「国民徴用令（勅令第４５１号）」を制定し（ただし、韓半島などの外

地には１９４３年の勅令第６００号によって同年１０月１日から実際

に適用された）、航空機部品及び製鉄溶鉱炉製造者、船舶修理工など特

殊技能を持つ韓半島居住の韓国人を日本に移住させる政策を積極的に



推進し（初期には韓国人らの反発を憂慮して労務動員計画に基づく募集

形式として実施された）、人力及び物資の不足が継続すると、太平洋戦

争が最高潮に達する時期の１９４４年８月８日の閣議で「半島人労務者

の移入に関する件」が決議され、特殊技能の保有の有無にかかわりなく

一般韓国人を対象にする国民徴用令が韓半島にも適用されることにな

った。 

（ウ）国民徴用令（第１８条）によれば被徴用者は彼らを使用した事業主

らから給与の支払いを受けることとなっていた。 

イ 亡訴外Ａ、原告Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅの強制徴用など  

（１）亡訴外Ａ（以下「亡人」という）と原告Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ （以下これ

らを合わせて呼ぶ時には「原告ら」という） は１９２３年から１９２６

年の間に韓半島で出生した韓国人であるが、国民徴用令により亡人は１９

４４年９月２０日頃居住地の京畿道平澤郡浦升面新榮里、原告Ｂは１９４

４年９月頃居住地の京畿道安城郡元谷面聖住里、原告Ｃは１９４４年９月

頃居住地の京畿道安城郡元谷面盤諸里、原告Ｄは１９４４年８月頃居住地

の京城府中区南米倉町、原告Ｅは１９４４年１０月頃居住地の京城府龍山

区靑坡洞で各々徴用令書を受け取った。 

（２）各自の住居地付近で他の被徴用者らと集結し、彼らと共に列車で釜山、

更に関釜連絡船で日本の下関港に到着し、そこから列車で三菱重工業株式

会社（以下「従前会社」という）が所在する広島に行った。 

（３）原告らは従前会社が運営する機械製作所及び造船所等に労務者として

配置され、亡人は機械製作所鋳鉄工場、原告Ｂは銅管工場、原告Ｃは造船

所倉庫、原告Ｄ及び原告Ｅは造船所第３工場配管部に各々配置され、資材

の運搬、銅管曲げ等の労働をしたが、これらの移送及び配置等の過程は日

本の軍人及び警察、従前会社担当者の統制下で行われた。  

（４）その後原告らは各自の作業場で月２回の休日を除き毎日朝８時から 

夕方６時まで鉄板切断、銅管曲げ、配管作業等に従事し、一日の作業を終

えると従前会社が設置した寮に戻って食事をとり宿泊したが、食事の量や

質は著しく不十分であり、宿舎も１２畳程度の狭い部屋に１０～１２人の

被徴用工らが共に生活するものであった。 

また宿舎周辺には鉄条網が張りめぐらされ、勤務時間中はもとより休 

日にも憲兵、警察らによる厳重な監視が行われ、自由がほとんどなく、韓

半島に残した家族との手紙のやり取りも事前検閲によって内容が制限さ

れた。原告らは従前会社から前月２１日から当月２０日までの出勤日数を

基準として当月２８日に月給の支払いを受けたが、月給として支払われる

金は日本貨幣で亡人は月２０円程度、原告Ｂは月２３～２４円程度、原告



Ｃは月３５円程度、原告Ｄは月３０円程度であった。 

ウ 原子爆弾の投下と原告らの帰国 

（１）１９４５年８月６日の広島原子爆弾投下により従前会社の機械製作 

所及び造船所等が破壊されて作業が中断し、日本は１９４５年８月１５日

に米国をはじめとする連合国に降伏を宣言して太平洋戦争は終戦となっ

た。 

（２）原子爆弾投下時の避難の過程で亡人は鉄破片に当たり顎部分の肉が 

そげ落ちた状態で１９４５年９月１３日頃下関から密航船に乗り、原告Ｂ

は特別な負傷がない状態で１９４５年１０月博多から密航船に乗り、原告

Ｃはガラスの破片に当たって手足に傷を負った状態で１９４５年９月頃

博多から国連軍が用意した帰国船に乗り、原告Ｄは特別な負傷がない状態

で１９４５年８月３０日頃下関から関釜連絡船に乗り、原告Ｅは特別な負

傷がない状態で１９４５年１０月２０日頃下関から密航船に乗り、各々帰

国した。 

（３）原告らは帰国後も強制徴用以前に通っていた職場を失う等従前の生 

活に適応できないまま社会的・経済的困難を経験したのみならず、被爆に

よる後遺症により最近まで全身の倦怠感、呼吸困難、皮膚疾患、視力減退

等の各種の身体的障害に苛まれてきた。 

エ 太平洋戦争終戦後の状況 

（１）対日平和条約の締結 

太平洋戦争が終戦となった後の１９５１年９月８日、米国サンフランシ 

スコで米国、英国等を含む連合国と日本国は戦後賠償問題を解決するため

対日平和条約を締結したが、上記条約第４条（ａ）は「大韓民国を含む上

記条約第２条に掲げる地域にある日本国及びその国民の財産、並びに上記

地域の統治当局及びその国民に対する請求権と日本国に存在する上記地

域の統治当局及びその国民所有の財産、そして上記地域の統治当局及びそ

の国民の日本国及び日本国国民に対する請求権の処理は日本国と上記地

域の統治当局間の特別取極の主題とする」と定めた。 

（２）大韓民国と日本国間の国交正常化のための条約と付属協定の締結 

対日平和条約第４条（ａ）の規定の趣旨に従い、１９５１年末頃から大  

韓民国政府と日本国政府の間に国交正常化及び戦後補償問題が議論され

始め、ついに１９６５年６月２２日、「国交正常化のための大韓民国と日

本国間の基本関係に関する条約」と、その付属協定の一つとして「大韓民

国と日本国間の財産及び請求権に関する問題の解決と経済協力に関する

協定」（以下「請求権協定」という）が締結されたが、請求権協定は第１

条で「日本国が大韓民国に１０年間にわたって３億ドルを無償で提供し２



億ドルの借款を行うこととする」と定めるとともに第２条で次のように定

めた。 

１ 両締約国は、両締約国及びその国民（法人を含む。）の財産、権利及

び利益並びに両締約国及びその国民の間の請求権に関する問題が１９

５１年９月８日にサンフランシスコ市で署名された日本国との平和条

約第４条（ａ）に規定されたものを含めて、完全かつ最終的に解決され

たことになることを確認する。 

２ 本条の規定は、次のもの（この協定の署名の日までにそれぞれの締 

約国が執った特別の措置の対象となったものを除く。）に影響を及ぼす

ものではない。 

（ａ）一方の締約国の国民で１９４５年８月１５日からこの協定の署名

の 日までの間に他方の締約国に居住したことがあるものの財産、権

利及び利益 

（ｂ）一方の締約国及びその国民の財産、権利及び利益であって１９４ 

５年８月１５日以後における通常の接触の過程において取得され又

は他方の締約国の管轄の下にはいったもの 

３ ２の規定に従うことを条件として、一方の締約国及びその国民の財 

産、権利及び利益であってこの協定の署名の日に他方の締約国の管轄の

下にあるものに対する措置並びに一方の締約国及びその国民の他方の

締約国及びその国民に対するすべての請求権であって同日以前に生じ

た事由に基づくものに関しては、いかなる主張もすることができないも

のとする。 

また、請求権協定に対する合意議事録（Ｉ）は、上記第２条に関して  

次のように定めている。 

（ａ）「財産、権利及び利益」とは、法律上の根拠に基づき財産的価値が

認められるすべての種類の実体的権利をいうことが了解された。 

（ｅ）同条３により執られる措置は、同条１にいう両国及びその国民の 

財産、権利及び利益並びに両国及びその国民の間の請求権に関する問題

の解決のために執られるべきそれぞれの国の国内措置ということに意

見の一致をみた。 

（ｇ）同条１にいう完全にかつ最終的に解決されたこととなる両国及び 

その国民の財産、権利及び利益並びに両国及びその国民の間の請求権に

関する問題には、韓日会談で韓国側から提出された「韓国の対日請求要

綱」（いわゆる８項目）の範囲に属するすべての請求が含まれており、

したがって同対日請求要綱に関しては、いかなる主張もなしえないこと

となることを確認した。 



そして、上記合意議事録に指摘されている対日請求８項目は「①１９ 

０９年から１９４５年までの間に日本が朝鮮銀行を通じて韓国から搬出

した地金及び地銀の返還請求、②１９４５年８月９日現在及びその後の日

本の対朝鮮総督府債務の弁済請求、③１９４５年８月９日以後韓国から振

替又は送金された金員の返還請求、④１９４５年８月９日現在韓国に本店、

本社又は主たる事務所がある法人の在日財産の返還請求、⑤韓国法人又は

韓国自然人の日本銀行券、被徴用韓国人の未収金、補償金及びその他請求

権の弁済請求i⑥韓国人の日本国又は日本人に対する請求として①から⑤

に含まれないものは韓日会談成立後に個別的に行使しうることを認める

こと、⑦前記諸財産又は請求権から生じた果実の返還請求、⑧前記の返還

及び決済は協定成立後即時に開始し遅くとも６ヶ月以内に完了すること」

等である。 

（３）請求権協定による後続措置 

（ア）請求権協定の締結にともない日本では１９６５年１２月１７日「財

産及び請求権に関する問題の解決と経済協力に関する日本国と大韓民

国間の協定第２条の実施にともなう大韓民国等の財産権に対する措置

に関する法律」ii（法律第１４４号。以下「財産権措置法」という）を

制定・施行した。  

（イ）一方大韓民国は請求権協定によって支給される資金の使用に関する

基本的事項を定めるために１９６６年２月１９日「請求権資金の運用及

び管理に関する法律」iiiを制定し、続いて１９７１年１月１９日「対日

民間請求権申告に関する法律」ivを制定して１０ヶ月間国民の対日請求

権申告を受付けた結果、合計１０９，５４０件の申告を受付け、上記の

申告分に対する実際の補償を執行するために１９７４年１２月２１日、

「対日民間請求権補償に関する法律」を制定して１９７５年７月１日か

ら１９７７年６月３０日までの間に合計８３，５１９件に対し合計９，

１８７，６９３，０００ウォンの補償金を支給し、上記の各法律は１９

８２年１２月３１日に全て廃止された。 

ところで前記の法律は強制徴用被害者のうち死亡者に対する補償だ

けを規定したものであるから、原告らは現在までいかなる補償も受けら

れずにいる。 

（ウ）原告Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅらは、外交通商部長官に対して提起した情報公

開拒否処分取消訴訟（ソウル行政法院２００２구합３３９４３）におい

て２００４年２月１３日に勝訴判決の宣告を受け（外交通商部長官の控

訴取り下げで第１審判決がそのまま確定した）、これに従って大韓民国

政府は請求権協定に関する一部文書を公開し、２００５年８月２６日、



「韓日会談文書公開後続対策関連民官共同委員会」（以下「民官共同委

員会」という）を開催して、「日本軍慰安婦問題などの国家権力が関与

した反人道的不法行為については請求権協定により解決されたものと

みることができず、日本政府の法的責任が残っている」という趣旨の公

式意見を表明し、２００６年９月２５日、日本の「国家総動員法」の制

定以来軍人・軍属・労務者などとして強制動員され、その期間中に死亡

または行方不明になり、若しくは負傷による障害を負った人や労務提供

の対価として日本国及び日本企業から支給を受けるべき給料などを支

給されなかった人又はその遺族に慰労金を支給することを内容とする

「日帝強占下強制動員犠牲者等支援に関する法律（案）」を国会に提出

した。v 

イ 従前会社の解散と被告の設立 

（１）従前会社は日本の敗戦後、日本国内の連合国最高司令部（ＧＨＱ）の

財閥解体政策に従うと同時に、敗戦によって日本企業が負担することとな

る莫大な金額の賠償及び労務者に対する未払賃金債務等の解決のために

制定された「会社経理応急措置法（１９４６年法律第７号）」上の特別経

理会社、「企業再建整備法（１９４６年法律第４０号）」上の特別経理株式

会社に指定され、１９４９年７月４日に企業再建整備法による再建整備計

画の認可申請を行い、１９４９年１１月３日に申請内容通りに主務大臣の

認可を受けた。 

（２）（ア）従前会社は１９５０年１月１１日にその再建整備計画にしたが

って解散することとし、同日従前会社の現物出資等により企業再建整備法

上の新会社である中日本重工業株式会社（商号が１９５２年５月２９日に

新三菱重工業株式会社に、１９６４年６月１日に三菱重工業株式会社に変

更された。以下「中日本重工業」という）、東日本重工業株式会社（商号

が１９５２年６月１日に三菱日本重工業株式会社に変更された）、西日本

重工業株式会社（商号が１９５２年５月２７日に三菱造船株式会社に変更

された）の３社（以下新たに設立された３社を合わせて「第二会社」とい

う）が設立された。その後中日本重工業株式会社（但し当時の商号はすで

に三菱重工業株式会社に変更されていた）が１９６４年６月３０日に残り

の２社を吸収合併することにより第二会社が現在の被告となった。 

（イ）従前会社の従業員らは職位・給料に異同なく、従前会社での在職期

間を通算して退職金を算定することとして第二会社に承継され、第二会

社の初代社長は全員従前会社の常務取締役らが就任した。 

（ウ）一方、前記のような経緯で清算会社になった従前会社は、１９５  

７年３月２５日に設立された菱重株式会社に吸収合併され、１９５７年



１０月３１日に解散した。 

（３）「会社経理応急措置法」は「特別経理会社に該当する場合、その会社

は指定時（１９４６年８月１１日午前零時をいう。第１条第１号）に新勘

定と旧勘定を設け（第７条第１項）、財産目録上の動産、不動産、債権そ

の他の財産は「会社の目的たる現に行っている事業の継続及び戦後産業の

回復振興に必要なもの」に限って指定時に新勘定に所属させ、その他は原

則的に指定時に旧勘定に所属させ（第７条第２項）、指定時以前の原因に

基いて生じた収入及び支出は旧勘定の収入及び支出として経理処理し（第

１１条第１、２項）、旧債権に対しては弁済等の消滅行為を禁止するが、

例外的に弁済を認める場合にも旧勘定として弁済せねばならず、新勘定と

して弁済する場合は特別管理人の承認等一定の要件を備えた場合に一定

の金額の限度においてのみ可能（第１４条）」であると規定している。 

ウ 日本での訴訟経過と亡人の死亡 

（１）原告らは日本国広島地方裁判所に被告等に対してvi従前会社の強制徴

用等国際法違反及び不法行為等を理由とした損害賠償金（１人当り１，１

００万円）と強制労働期間に支払を受けることができなかった賃金等を現

在の価値に換算した金額（その金額は亡人が９９，０１４円、原告Ｂが９

６，０５６円、原告Ｃが６８、４２４円、原告Ｄ、原告Ｅが各５９，５１

２円である）の支払を求める訴訟を提起し（１９９５（ワ）２１５８、１

９９６（ワ）１１６２、１９９８（ワ）６４９）、１９９９年３月２５日

請求棄却判決を宣告され、広島高等裁判所に控訴（１９９９（ネ）２０６）

したが、２００５年１月１９日控訴棄却判決を宣告され、上告審の最高裁

判所（２００５（オ）１６９１）でも２００７年１１月１日上告棄却され

て上記判決は確定した（以下「従前訴訟」という）。  

（２）ところで原告らは広島地方裁判所で従前訴訟の第１審判決を言い渡 

された後の２０００年５月１日、大韓民国の裁判所に本件の訴訟を提起し

た。 

（３）亡人は本件訴訟が第１審裁判所で係属中であった２００１年２月２ 

４日に死亡し、その相続人ら（Ｚ１，Ｚ２，原告Ａ，Ｚ３，Ｚ４，Ｚ５，

Ｚ６）は原告Ａが亡人の被告に対する本件請求権を単独相続する旨の相続

財産分割協議を行い、原告Ａが亡人の訴訟手続を受継した。  

 

２ 原告の主張 

ア 従前会社の違法行為による損害賠償請求 

（１）強制連行と強制労働 

従前会社は労働力確保という目的の下、日本国の韓半島侵略に便乗し、



従前会社担当者を韓半島に派遣、原告らを広島に強制連行した後、前述の

とおり自由を抑圧し、十分な食事を提供しないなど原告らを排他的・独占

的支配下に置いて あたかも奴隷のように扱いながら強制労働に従事さ

せたが、これは逮捕・監禁・強要など反人道的な犯罪行為を構成する。 

（２）原子爆弾投下後の救護措置の不履行 

従前会社は、前述のとおり１９４４年８月６日に広島に原子爆弾が投 

下され、原告が勤めていた機械製作所や造船所が破壊されると、日本人従

業員らに対しては救護措置を取ったが、韓国人の原告らについては適当な

避難場所や食糧を提供するなどの何らの救護措置を取らず、被ばく状態の

まま放置した。 

むしろ従前会社は原告らがこれまで収容されていた寮から退去するこ

とを放置することにより、遠く韓半島から強制徴用された原告らを生死の

境に追いやった。 

（３）安全帰国義務違反 

従前会社は原告ら被徴用者の強制労働によって莫大な利益を得ており、

国民徴用令による徴用事由が終了したときは、被徴用者らに旅費を支給す

るなど原告らが安全に帰国できるように措置を取るべき義務がある。 

それにもかかわらず、従前会社は原告らを韓半島に安全に帰国させるた 

めのいかなる措置も取らず、原告らが自ら費用を用意して密航船などを乗

って危険な方法で帰国するしかなかった。 

（４）従前会社のこのような行為は①奴隷制を禁止する国際慣習法と１９ 

３０年に締結された強制労働の廃止を規定した国際労働機構（ＩＬＯ）第

２９号条約に違反するのみならず、ニュールンベルグ（Ｎｕｒｎｂｅｒｇ）

国際軍事裁判所条例及び当該裁判所の判決によって承認された国際法の

諸原則、つまり戦争犯罪および人道に対する罪に該当し、不法行為を構成

し、②民法第７５０条所定の不法行為に該当する。 

イ 未払賃金等請求 

原告らと従前会社の間には勤労契約関係が成立した。従前会社は①原告ら

に強制労働をさせ、「約定の月給の半分を韓半島に残る家族に直接送金する」

と約束したにもかかわらずこれを全く履行せず、②原告らに直接支給してい

た月給から国民貯金名目で控除していた金員を強制徴用事由が終了した後

も原告に返還せず、③原告らに直接支給していた月給も１９４５年６月２１

日以降は支給しなかった。 

その具体的な内訳は㋐送金約束相当額（当時厚生年金法規定の平均賃金か

ら寮費と食費の合計１３円及び被保険者負担の保険料を差し引いた額×１

／２×稼働月数）、㋑国民貯金相当額（最少５０円）、㋒１９４５年６月２１



日から１９４５年８月３１日までの賃金相当額（当時の厚生年金法規定の平

均賃金から寮費と食費の合計１３円及び被保険者負担の保険料を差し引い

た額×１／２×２．３３ヵ月）であるところ、上記金員をその間の物価上昇

率と為替レートなどを考慮し、現在の価値（ウォン貨）に換算すると、少な

くとも１００万ウォンを超える。 

ウ 従前会社と被告の同一性 

従前会社と被告は外形上別の法人格を持った会社に見えるが、第二会社が

従前会社の営業を継続する目的で設立され、その過程で人的・物的組織をそ

のまま承継しただけでなく、第二会社の初代社長がすべて従前会社の常務取

締役であった点、被告が従前会社の商号と商標をそのまま使用している点、

被告が従前会社と同一性があるという前提下に従前会社の歴史も被告の歴

史とみなし広報している点、被告のような系列社の経営者たちの集まりであ

る「金曜会」が定期的に開催されている点、被告が１９６８年１月と１９７

４年８月に原告Ｄ等から未払賃金などの請求を受け、交渉を拒否したり従前

会社とは別の会社であるという主張を展開したことがない点などに照らし

てみると、被告は、従前会社と実質的に同一会社として従前会社の原告らに

対する債務を継承した。  

エ 被告の責任 

したがって、被告は原告らに各従前会社の①不法行為による慰謝料とし 

て１億ウォン、②未払賃金などとして１００万ウォンなど計１億１００万ウ

ォン及びこれに対する遅延損害金を支払う義務がある。 

 

３ 国際裁判管轄に関する判断 

ア 被告の主張 

国際私法附則第２条は「この法の施行（２００１年７月１日）以前に生  

じた事項に対しては従前の渉外私法による」と規定しているが、従前の渉外

私法には国際裁判管轄について何ら規定がなく、これと関連した条約や一般

的に承認された国際法規も存在しない以上、渉外的な事件に関する国内裁判

所の裁判管轄を認めるか否かは訴訟当事者の公平、裁判の適正、迅速を図る

という基本理念に従って条理により決定している。ところで原告らが日本で

従前訴訟を提起して証拠調査をすべて終えた後敗訴判決を宣告され確定し

ており、被告は大韓民国に支店や営業所がなく、本件の訴訟の請求原因事実

がすべて日本で起きて大韓民国とは実質的関連性もないところ、日本法人の

被告に大韓民国の裁判所で従前訴訟と同じ内容の訴訟を繰返えさせるのは

前記の基本理念に反する。このため、本訴は裁判管轄権がない大韓民国の裁

判所に提起されたものであって違法である。  



イ 判断 

国際裁判管轄を決定するにあたっては、当事者間の公平、裁判の適正、  

迅速及び経済を期するという基本理念に従うべきであり、具体的には訴訟当

事者らの公平、便宜そして予測可能性のような個人的な利益のみならず、裁

判の適正、迅速、効率及び判決の実効性等のような裁判所ないし国家の利益

も共に考慮しなければならないが、このような多様な利益中のいかなる利益

を保護する必要があるかについては、個別事件において法廷地と当事者との

実質的な関連性及び法廷地と紛争になった事案との実質的な関連性を客観

的な基準にして合理的に判断しなければならない（大法院２００５年１月２

７日宣告２００２다５９７８８判決など参照）。 

これに関する韓国の成文法規もない以上、韓国の民事訴訟法の土地管轄に

関する規定もまた上記基本理念によって制定されたものなので、基本的に上

記の規定による裁判籍が国内にあるときは、渉外的な事件に関する訴訟に関

してもわが国に裁判管轄権があると認めるのが相当である（大法院１９９２

年７月２８日宣告９１다４１８９７判決など参照）。  

一方、旧民事訴訟法（２００２年１月２６日法律第６６２６号で改正前の

もの）第４条第１項は、法人などの普通裁判籍はその主たる事務所又は営業

所により、事務所と営業所がない場合にはその主な業務担当者の住所に適用

されると規定し、第２項は第１項の規定が外国法人などの普通裁判籍につい

て大韓民国にある事務所、営業所又は業務担当者の住所に適用されると定め

ているので、証拠収集の容易性や訴訟遂行の負担など具体的な諸事情を考慮

してその応訴を強制することが民事訴訟の理念に照らして非常に不当な結

果に至るようになる特別な事情がない限り、その紛争が外国法人の大韓民国

内の事務所などの営業に関するものではないとしても、わが裁判所の管轄権

を認めることが条理に適うといえる（大法院２０００年６月９日宣告９８다

３５０３７判決など参照）。  

上記のような法理に照らして本件を見ると、被告は日本法によって成立し

た日本法人としてその主な事務所を日本国内に置いているが、１９８７年頃

釜山中区中央洞４街５３－１１所在の東亜日報ビルディング８階に被告の

大韓民国内業務進行のための釜山連絡事務所を設置し、日本人職員１人をは

じめとした５人の職員を置き、原告らが本件訴訟を提起した当時上記釜山連

絡事務所が存在しており、しかも本件の請求のうち不法行為による損害賠償

請求は、旧渉外私法（１９６２年１月５日法律第９６６号として制定され、

２００１年４月７日法律第６４６５号として全文改正される前のもの）第１

３条第１項によって不法行為地の一部である大韓民国の法律を準拠法とす

ることができ、大韓民国と実質的関連性もあるので、原告らが上記釜山連絡



事務所の所在地管轄の裁判所である第一審裁判所に本件の訴訟を提起した

以上、上記釜山連絡事務所が商法の規定による代表者選定や営業所の設置登

記をしていないとか、本件訴訟係属中に閉鎖されたという事情、又は従前訴

訟ですでに証拠調査を終えたという事情のみでは、大韓民国の裁判所が裁判

管轄権を行使することが当事者間の公平や裁判の適正、迅速を害して条理に

反すると解することはできない。  

したがって、これと異なる前提による被告のこの部分の主張は理由がない。 

４ 従前訴訟の確定判決の効力（既判力）に関する判断 

ア 被告の主張 

原告らは日本で本件訴訟と同一の請求原因により従前訴訟を提起して敗

訴確定判決を宣告されたところ、上記判決は、大韓民国民事訴訟法第２１７

条に定める要件をすべて備え、大韓民国においても効力がある。  

したがって、原告らが再び大韓民国の裁判所に提起した本件訴訟は、従前

訴訟の確定判決の既判力に抵触する。 

イ 判断 

（１）外国裁判所確定判決の承認要件 

民事訴訟法第２１７条によれば、外国裁判所の確定判決は、①大韓民 

国の法令又は条約による国際裁判管轄の原則上、その外国裁判所の国際裁

判管轄が認められること、②敗訴した被告が訴状またはこれに準ずる書面

及び期日通知書や命令を適法な方式により防御に必要な時間的余裕をも

って送達を受けるか、送達を受取っていなくとも訴訟に応じたこと、③そ

の判決の効力を認めることが大韓民国の善良な風俗やその他の社会秩序

に反していないこと、④相互保証があること、など４要件をすべて充足す

れば大韓民国でその効力が認められ、外国の裁判所の確定判決が上記承認

の要件を具備している場合にはこれと同一の訴訟を我が国の裁判所に再

び提起することは外国裁判所の確定判決の既判力に抵触することになる。  

（２）本件訴訟が従前訴訟の確定判決に反するか否か。 

（ア）従前訴訟が上記の４要件を満たしているかについて検討するに、 

まず日本は被告の主たる事務所所在地であるから、従前訴訟が提起され

た日本国裁判所が上記事件について国際裁判管轄権を持ち、従前訴訟で

原告として訴を提起し、敗訴した場合であることが明らかであるので、

上記①、②要件はすべて充足されたと言える。 

次に④要件に関してみると、相互保証は外国の法令、判例や慣例等に

より承認の要件を比較して認定されれば充分であり、必ず当事国と条約

が締結されている必要はなく、我が国と外国との間で同種の判決の承認

の要件が著しく均衡を失わず、外国において定める要件が韓国において



定める要件よりも全体として過重ではなく、重要な点において実質的に

ほとんど差がない程度であれば相互保証の要件を具備したと解するの

が相当であり、当該外国で具体的に我が国の同種の判決を承認した事例

がなくとも、実際に承認するであろうと期待できる状態であれば充分で

あるといえるが（大法院２００４年１０月２８日宣告２００２다７４２

１３判決など参照）、日本の場合日本民事訴訟法第１１８条で外国判決

の承認についてわが民事訴訟法第２１７条と同一の内容を規定してい

るので、相互保証があるいえるから、上記④条件も充足したといえる。 

そうであれば外国裁判所の確定判決の承認の要件のうち、上記③要件

すなわち、従前訴訟判決の効力を認めるのが大韓民国の善良な風俗やそ

の他の社会の秩序に反するか否かのみが問題となるので、以下で検討す

る。 

（イ）善良な風俗その他社会秩序違反の意味 

上記③要件の「善良な風俗やその他の社会秩序」とは、外国裁判所

が大韓民国法令と異なる外国法令を適用して下した判決を承認した結

果が大韓民国の善良な風俗やその他の社会秩序に反する場合であって、

外国判決の内容そのもののみでなく、外国判決が我が民事訴訟法の基

本原理に反するなど、善良な風俗やその他の社会秩序に反する方法に

より成立した場合まで含むところ、具体的に「善良な風俗やその他の

社会秩序に反する場合」とは㋐同一当事者間の同一事件について大韓

民国で判決が確定した後に再び外国で判決が宣告され確定したことに

より大韓民国の判決の既判力に抵触する場合（大法院１９９４年５月

１０日宣告９３므１０５１、１０６８判決参照）、㋑再審事由に関する

民事訴訟法第４５１条第１項第６号、第７号、第２項の内容に照らし、

被告が判決国法廷で詐欺的な事由（例えば、偽造・変造ないし廃棄さ

れた書類を使用したり、偽証を利用すること）があったことを主張で

きず、又は処罰を受ける詐欺的な行為について有罪判決のような高度

の証明がある場合（大法院２００４年１０月２８宣告２００２다７４

２１３判決参照）、㋒外国判決の内容自体が善良な風俗やその他の社会

秩序に反する場合、などを言う。  

従前訴訟の確定判決は本件訴訟が係属中に行われたものあり、他に

これに再審事由があると見るべき如何なる証拠もない本件において、

従前訴訟の確定判決が上㋐、㋑の場合に該当する余地はないので、結

局㋒の場合、つまり日本国裁判所で行われた従前訴訟の確定判決の内

容自体が善良な風俗やその他の社会の秩序に反するか否かのみが問題

となる。 



（ウ）従前訴訟の確定判決の内容 

前記の乙１３、１４号証の各１、２の各記載に弁論の全趣旨を加え

てると、原告は本件と同一の請求原因により被告を相手に従前訴訟を

提起し、これに対して被告は除斥期間経過、消滅時効完成または請求

権協定によって原告の請求権は消滅したという趣旨の主張をしたが、

第１審の広島地方裁判所は１９９９年３月２５日、「①国際法ないし国

際慣習法違反を原因とした請求については原則的に私人が国際法の主

体である国家を相手に直接具体的な請求をすることができず、他に各

条約など国際法により私人が国家を相手に直接請求をすることができ

るという具体的な手続き規定がなく、原告らが主張するような国際慣

習法の存在も認められず、②強制連行と強制労働など不法行為を原因

とした損害賠償請求については原則的に原告らが帰国した１９４５年

９月から日本民法第７２４条後段に規定された２０年の除斥期間viiが

経過して請求権が消滅し（原告の主張にしたがい韓国原爆被害三菱徴

用者同志会が結成されて被告人と交渉を開始した１９７４年８月頃か

ら起算したきしても１９９４年８月頃に除斥期間が経過した）、③安全

配慮義務違反を理由とする損害賠償請求についてはこれに関する具体

的な主張・立証がなく、④未払い賃金などの請求については起算点を

前記のように１９７４年８月と解しても、この部分の請求を賃金請求

と解すると、遅くとも日本民法第１７４条第１号によって１年の消滅

時効が、これを預託金返還請求と解しても日本民法上１０年の消滅時

効が各完成した」などの事由をあげて原告らの請求をすべて棄却した

事実、控訴審である広島高等裁判所も２００５年１月１９日国際法な

いし国際慣習法違反を原因とした損害賠償請求に対しては概ね第１審

判決と同じ見解を表明し、「①強制連行と強制労働などについては当時

の法令による徴用行為そのものを直ちに違法行為と解することはでき

ないが、強制連行と強制労働の過程で国民徴用令が定めた範囲を逸脱

した違法行為をしたことにより不法行為が成立する余地があり、②原

子爆弾投下後の救護措置の不履行又は安全帰国義務違反の点について

も、従前会社が被徴用者である原告らに対し信義則上の安全配慮義務

を負担しているにもかかわらず、原子爆弾が投下された後、原告らの

救護や保護のためのいかなる措置も講じなかったのみならず、食事な

ども与えず、原告らを放置した点、その後工場の稼動が不可能になり、

１９４５年８月１５日には戦争も終わって徴用を継続する必要がなく

なったにもかかわらず、原告らを帰国させたり原告らが自ら帰国する

ことにも協力しなかった点などに照らして安全配慮義務違反が認定さ



れたことにより、これを原因とした損害賠償責任が認められ（ただし、

前記の事情のみでは従前会社の不法行為責任を直ちに認めることはで

きない）、③未払賃金などについても具体的な金額は不明であるが、未

払賃金相当額及び貯金額を支払う義務があると判断しながらも、不法

行為を原因とする損害賠償請求権は２０年の除斥期間経過により、安

全配慮義務違反（債務不履行）を原因とする損害賠償請求権や未払賃

金などの支払い請求権は、韓日間の国交が回復された１９６５年又は

遅くとも補償交渉が始まった１９７４年８月から起算して最長１０年

の消滅時効が完成した」などのviii事由により原告らの控訴をすべて棄

却し、２００７年１１月１日原告の上告が全て棄却されことによって

上記判決が確定した事実が各認定される。  

（エ）判断 

１）準拠法の決定 

旧渉外私法第９条は「法律行為の成立及び効力については当事者 

の意思により適用する法を定める。しかし、当事者の意思が明らか

でない場合には行為地法による」と規定し、第１３条第１項は「事

務管理、不当利得又は不法行為によって生じた債権の成立及び効力

はその原因となる事実が発生したところの法による」と規定してい

る。  

まず、不法行為による損害賠償請求について検討すると、旧渉外

私法第１３条第１項で規定する「その原因となる事実が発生したと

ころ」とは、不法行為の行為地のみではなく損害の結果発生地も含

むとされるところ（大法院２００８年４月２４日宣告２００５다７

５０７１判決など参照）、原告らが主張する従前会社の強制連行と強

制労働などの不法行為は大韓民国内の原告ら各自の居住地域から日

本国内の広島に至るまでの一連の継続された過程で発生したもので

あるから、実際の行為地として大韓民国法のみでなく日本法も準拠

法になり得ると言える。  

次に未払賃金請求について検討すると、原告らは従前会社との間

に勤労契約関係が成立したことを前提にその未払賃金などの支払い

を求めており、旧渉外私法第９条により勤労契約の当事者の間に準

拠法選択に関する明示的な合意がない場合においては勤労契約に含

まれる準拠法以外の他の意思表示の内容や訴訟行為を通じて現れた

当事者の態度などを元に当事者の黙示的意思を推定するべきであり、

そのような黙示的意思を推定することができない場合にも当事者の

国籍、住所など生活の本拠地、使用者である法人の設立準拠法、労



務給付地、職務内容など、労働契約に関する様々な客観的事情を総

合してみる時、勤労契約当時当事者が準拠法を指定していたとする

なら選択したと判断される仮定的な意思を推定して準拠法を決定し

なければならないが（大法院２００４年６月２５日宣告２００２다

５６１３０、５６１４７判決など参照）、前記の事実関係に照らして

認められる①勤労契約関係が成立する当時は日本による韓半島の強

制占領期であり、これによって韓半島にも日本法が適用されていた

点、②行為地（勤労地）が日本であり使用者である従前会社の設立

準拠法も日本法であるのに対し、原告らが韓国人であるということ

以外には大韓民国と実質的関連性はない点（賃金もまた日本貨幣に

より支払われた）、③原告らの労働の内容も日本が戦争を遂行するの

に必要な軍需物資を生産することに主に集中されていたものとみら

れる点、④原告らが従前訴訟において日本法を準拠法として適用す

ることに何ら異議がなかったことなどに照らしてみると、原告らと

従前会社は勤労契約を締結するにあたって日本法を準拠法と定めた

と解するのが相当であり、安全配慮義務違反（債務不履行）による

損害賠償請求も同様に、元来の債権契約の準拠法に従うべきである。 

したがって、原告の従前訴訟における主張に関する準拠法は不法

行為については大韓民国法又は日本法、その他の請求については日

本法になるといえる。 

２）従前訴訟の確定判決の承認可能性 

日本国裁判所が従前訴訟で日本法を適用し、除斥期間経過または

消滅時効完成などを理由に原告の請求をすべて棄却した事実は前記

のとおりであり、日本法上不法行為による損害賠償請求権の消滅時

効期間３年は大韓民国法の短期消滅時効期間と同一であり、除斥期

間２０年はそれ自体大韓民国法の長期消滅時効期間１０年より長く、

少なくとも不利と見るだけの如何なる根拠もなく、債務不履行によ

る損害賠償請求権の消滅時効期間１０年も大韓民国法と同一である

点（ただし日本法上賃金請求の消滅時効期間は１年で大韓民国法上

の３年より短いが、これについて一般債権の消滅時効期間１０年を

適用したとしても、すでに消滅時効が完成されたという点は変わり

がない）、日本国裁判所が原告の請求権が請求権協定によってすべて

消滅したと判断したのは、付加的なix判断であるうえ、これはあくま

で法律的判断の問題にとどまり、政治的・歴史的観点から判断する

問題ではないとみられる点、控訴審の判決で徴用による不法行為に

よる損害賠償請求が認められる余地があり、安全配慮義務違反によ



る損害賠償請求権や未払賃金などの存在自体は認めた点などに照ら

してみると、従前訴訟の確定判決を承認することが大韓民国の「善

良な風俗やその他の社会秩序」に反するとは言えず、過去日本が韓

半島を侵奪して支配し被害を与えるなど、両国およびその国民の間

に過去の歴史に対する評価が分かれるのみならず感情も良くないと

いう事情のみによって別異に解することはできない。  

（オ）原告らの主張に対する判断 

１）主張 

ア）日本国裁判所は従前訴訟において日本の韓半島の強制占領が法 

律的に有効であり、原告等を強制連行した国民徴用令などが合法

的な公権力の行使であるという前提で判断したが、このような判

決を承認することは、３・１運動により建立された大韓民国臨時

政府の法統を継承した大韓民国憲法の精神に反するので、日本法

は準拠法ではありえない。 

イ）従前会社の不法行為は人道に反する戦争犯罪の一環で行われた 

ものなので、時効制度が適用されず、たとえ時効制度が適用され

るとしても、大韓民国と日本国の間の国交断絶、その後国交樹立

と同時に締結された請求権協定の存在、大韓民国の国民の対日民

間請求権を消滅させた日本国内法第１４４号の施行など、法律上

の障害事由により原告の本件の損害賠償債権の消滅時効が進行し

ないでいたところ、請求権協定関連文書が全面公開された後、大

韓民国政府の法的意見が表明されたことによって責任主体に対す

る権利行使が実質的に可能になった２００５年８月２６日（また

は本件訴提起の日である２０００年５月１日）になって初めて進

行することになったので、未だ消滅時効は完成せず、これまで原

告らの絶え間ない賠償請求に対して被告が今まで見せてきた態度

に照らして被告人が消滅時効完成の抗弁をすることは信義則や権

利濫用禁止の原則にも違反するところ、日本国裁判所がこのよう

な被告の抗弁を受け入れ原告の請求を棄却した従前訴訟の確定判

決が我が国で承認されてはならない。 

ウ）従って、従前訴訟の確定判決の既判力が認められない以上、被  

告のこの部分の主張には理由がない。 

２）判断 

ア）従前訴訟の確定判決の承認が憲法精神に反しているか否か 

前述のとおり旧渉外私法によっても日本法が準拠法になる可能

性があるうえ、日本国裁判所が準拠法とした日本法が規定する除



斥期間又は消滅時効期間が大韓民国法のそれより不利と見る理

由がないので、原告らが主張する事由のみでは日本国裁判所が日

本法を準拠法として適用して判断した従前訴訟の確定判決を承

認することが、大韓民国の憲法精神に適合しないと解することは

できない（たとえこれに反し大韓民国法を準拠法として適用した

としても、後記のように原告らの本件請求はすべて消滅時効が完

成したことは同様である）。 

イ）消滅時効制度の適用の可否について 

大韓民国法を準拠法として適用するという前提で原告らの主張

について検討すると、まず本件損害賠償債権が従前会社の反人道

的な戦争犯罪と関連した損害賠償債権であるという事情のみでは、

このような債権について例外的に消滅時効の適用を排除すること

には何の根拠もない。 

したがって、原告の本件の損害賠償債権も消滅時効制度が適用

されるものであり、特別な事情がない限り上記債権は大韓民国法

によっても違法行為をした日から１０年間これを行使しない場合、

時効によって消滅するから（民法第７６６条第２項）、原告らが主

張する本件不法行為があった日からはもちろん、被告の主張のよ

うにその後大韓民国と日本国の国交が正常化された１９６５年６

月２２日から起算しても、本件訴がそれから１０年を経過した後

の２０００年５月１日提起されたことが記録上明らかであるので、

原告らの本件の損害賠償債権は訴提起以前にすでに消滅時効が完

成したと解さざるを得ない（一方、原告らの主張自体によっても

原告らをはじめとする在韓被爆者たちは日本との国交が樹立され

た直後の１９６７年ごろから社団法人韓国原爆被害者援護協会を

設立し、１９７４年にその下部組織に韓国原爆被害三菱徴用者同

志会を設立し、同年８月頃その会員たちが被告を訪問して強制徴

用による賠償金や未収金の支払いを求めたというのであるから、

原告らは遅くともそのころには本件損害賠償債権を行使できたと

解されるので、そのときから起算してもすでに１０年の消滅時効

が完成したことは同様である。それのみならず、未払賃金等に関

する請求権も３年または最長１０年の消滅時効が完成して消滅し

た）。  

消滅時効は客観的に権利が発生してその権利を行使できる時か

ら進行しその権利を行使できない間は進行しないが、ここで「権

利を行使できない」場合というのは、その権利行使に法律上の障



害事由、例えば期間の未到来や条件不成就等がある場合をいうの

であり、事実上権利の存在や権利行使の可能性を知ることができ

ず、知ることができなかったことに過失がないとしても、このよ

うな事由は法律上の障害事由に該当しないとされるが（大法院２

００６年４月２７日宣告、２００６다１３８１判決等参照）、これ

まで請求権協定第２条及びその合意議事録の規定について韓国政

府の国民に対する外交的保護権のみを放棄したのか、あるいはわ

が国民の日本国または日本国民に対する個人的損害賠償請求権も

放棄されたのかについて議論が行われてきており、原告らが上記

請求権協定の明確な意味を知らずにそれらの権利を行使すること

ができないと信じたとしても、上記のような請求権協定の存在ま

たは対日民間請求権の消滅を規定した日本国内法の制定・施行が

あったという事情のみで原告らの権利の行使を阻止する法律上の

障害事由があったとはいえないので、原告らの本件の損害賠償債

権に対する消滅時効の起算点を２００５年８月２６日とは解し難

い。  

さらに、債務者が消滅時効完成を主張することが信義則に反し

て権利濫用として許されない場合とは、債務者が時効完成前に債

権者の権利行使や時効中断を不可能または著しく困難にさせたり、

そのような措置が不必要だと信じさせるような行動をしたり、客

観的に債権者が権利を行使することができない障害事由があった

り、またはいったん時効が完成した後に債務者が時効を援用しな

いような態度をとり権利者をしてそのように信頼させたり、債権

者保護の必要性が大きく、同じ条件の他の債権者が債務の弁済を

受領するなどの事情があり債務履行の拒絶を認めるのが著しく不

当であるとか不公平である等の特別な事情がある場合に限るとさ

れるが（大法院２００５年５月１３日宣告２００４다７１８８１

判決など参照）、原告らの主張のように、被告が大韓民国や日本国

との国交が樹立される前までは「国交樹立時まで待とう」と言っ

たり、国交樹立後には直接的な賠償義務は否定しながらも「他の

企業が被徴用被害者らに対して補償する動きを見せれば、原告に

も誠意を見せる」という態度を見せたという事情のみで被告が消

滅時効が完成した後も時効を援用しないような態度を見せて原告

等にこれを信頼させた見ることは難しく、原告の本件損害賠償債

権が反人道的な戦争犯罪に関連した損害賠償債権であるという理

由のみで被告の消滅時効完成の抗弁自体が権利濫用に該当すると



解することもできない。  

ウ）結局、原告らのこの部分の主張は受け入れることができない。 

（カ）小結論 

したがって、日本国裁判所の従前訴訟の確定判決は大韓民国でその

効力が承認されると言えるので、本件請求が従前訴訟の請求と同一で

ある以上、本裁判所としては既判力によってこれと矛盾した判断がで

きないので、原告らの請求はさらに検討するまでもなく理由がない。 

５ 結論 

そうであれば、原告らの本件請求は理由がなく、これをすべて棄却するとこ

ろ、第１審判決はこれと結論を同じくして正当であるので、原告らの控訴は理

由がなく、これをすべて棄却することとして主文の通り判決する。 

 

 

判事イスンヨン（裁判長） ムンチュンオン グォンキチョル  

 

 

  



 

                                                   
i 請求権協定の過程で、韓国政府は、対日請求要綱と関連して日本に計１２億２，０００

万ドルを要求したが、そのうち、被徴用者と関連した金額は３億６，０００万ドル程度で

ある。 

 
ii 次に掲げる大韓民国又はその国民の財産権であって、協定第二条の財産、権利及び利益

に該当するものは、次項の規定の適用があるものを除き、１９６５年６月２２日において

消滅したものとする。（但書省略）  

一  日本国又はその国民に対する債権  

二  担保権であって、日本国又はその国民の有する物又は債権を目的とするもの  

 
iii 第５条第１項、大韓民国国民が有する１９４５年８月１５日以前までの日本国に対する

民間請求権はこの法で定める請求権資金の中から補償しなければならない。第２項前項の

民間請求権の補償に関する基準・種類・限度などの決定に必要な事項は別に法律で定める。 

 
iv この法の規定による申告対象の範囲は１９４７年８月１５日から１９６５年６月２２日

まで日本国に居住したことがある者を除く大韓民国国民が１９４５年８月１５日以前に日

本国及び日本国民に対して有していた請求権等であって次の各号に掲記するものとする。

９ 日本国により軍人、軍属又は労務者として召集又は徴用され１９４５年８月１５日以

前に死亡した者 

 
v ２００７年７月３日開かれた国会で可決され、同月２０日行政部に移送されたが、大統領

が同年８月２日法律案拒否権を行使して再議を要求し、つづいて同年１１月２３日開かれ

た国会で再議決したが、否決された。 

 
vi 原告らはこの訴訟で日本国と菱重重工業株式会社も被告にしているが、第１審で原告の

請求が全て棄却された。 控訴審で被告日本国については「日本政府が被爆者健康手帳の

交付を受けた被爆者が日本領域を越えて居住地を移した場合には『原爆特別措置法』を適

用しないという趣旨の厚生省公衆衛生局長が１９７４年７月２２日衛発第４０２号（通達

４０２号）を作成、発表し、これを各都道府県の知事と広島や長崎市長あてに発送するな

どの行政措置を取ったのは違法だ」などの理由により原告らに各慰謝料１００万円と弁護

士費用２０万円、これに対する遅延損害金の支払いを命じる一部勝訴判決が宣告された（こ

れに対する原告らの上告は、不受理決定を受けた）。 

 一方、菱重重工業株式会社については、被告に対するのと同じ理由、つまり除斥期間の

経過または消滅時効の完成などを理由に原告の控訴棄却の判決を言い渡された（これに対

して原告らが上告したが、上告棄却された）。 

 
vii 日本の民法第７２４条は違法行為について前段に３年の短期消滅時効を、後段に２０年

の除斥期間を規定している。 

 
viii 付加的に請求権協定によって原告の請求権は消滅したという趣旨でも判断した。 

 
ix  ただし、最高裁判所はこれに関する上告理由についてのみ判断した。 


